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おわりに
はじめに
「協議・合意制度および刑事免責制度」を導入する「刑事訴訟法等の一部を改正
する法律」（平成28年法律第54号）が2016年 5 月24日に可決成立し、 6 月 3 日公布さ
れた。
改正法により導入された協議・合意制度は、弁護人の合意のもとで、検察官と被
疑者・被告人（以下、｛被疑者等｝という）が特定の経済犯罪と薬物銃器犯罪につい
て、被疑者等が他人の刑事事件の解明に協力することを約束し、検察官が被疑者等
の協力に対し、その被疑者等の刑事事件の処理において不起訴処分や軽い求刑をす
るなどの恩典を与えることを合意する制度である（350条の 2 ）1）。また併せて導入
された刑事免責制度は、証言が証人に不利益な証拠として使用されることを禁止す
ることと引き替えに、証言拒絶権を失わせ、証言を強制する制度である（157条の
2 ）。
両制度とも、次第に困難となる組織犯罪の解明を図るため、供述証拠の収集手段
の多様化の一環として導入されたものである。この両制度の大きな相違点は、協
議・合意制度の場合は特定犯罪に限られているが、刑事免責の場合には対象犯罪の
限定はないこと、協議・合意による証言は取引の結果行われるが、刑事免責の場合
は証言が強制されることである。
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この両制度は、法務大臣の諮問を受け、「時代に即した新たな刑事司法制度」を
構築するための法整備のあり方について調査審議に当たった法制審議会新時代の刑
事司法制度特別部会が2014年 7 月、その第30回会議において、諮問に対する答申案
となる「新たな刑事司法制度の構築についての調査審議の結果案」を取りまとめ、
この答申案がその後法制審議会総会で採択の後、法務大臣に答申され、これに沿う
形で作成された法案が基となっている。
この答申の中で、被疑者の捜査協力による犯罪事実の解明に対する刑の減軽制
度、即ち王冠証人の制度が今後の検討課題としてあげられた2）。
ドイツは、この王冠証人（Kronzeuge）の制度について非常に興味深い経験を有
している。犯罪捜査に協力する被疑者に刑法等の実体法上の恩典（刑の減免）を与
える制度と刑訴法上の恩典（不起訴処分）を認める制度の両者の立法上の経験を有
する。
そこで、本稿では、ドイツの王冠証人の制度の立法史を紹介し、若干の検討を加
えることとする。
Ⅰ 1970年代頃の立法
1970年代、ドイツでは、過激派によるテロが頻発し、例えば、1974年11月の裁判
官 Drenkmann の殺害、75年 2 月の Lorenz 議員の誘拐、同年 5 月の在ストックホ
ルム・ドイツ大使館の襲撃、77年 4 月の検事総長 Buback の殺害、同年 7 月の銀行
家 Jürgen Pont の殺害、 9 月及び10月の工業連盟会長 Hanns Martin Schleyer の誘
拐・殺害事件等が発生した。また、麻薬事犯も増大し、こうした社会的事情を背景
に、アメリ力合衆国の刑事司法の一つの特色をなす免責証人の制度を参考に、犯罪
捜査に協力する被疑者に恩典を提供し、供述を得る制度、即ち王冠証人の制度が検
討され、その立法化のための法案も作成された。この法案は、訴訟法上の訴追自体
の問題として取り扱おうとするものと、刑法とか麻薬法の改正によろうとするもの
とがある。過激派によるテロ対策のため、刑訴法に王冠証人規定を設けようとする
ものに、ノルトライン = ヴェストファーレン州政府法案があり3）、同様の目的で刑
法中に王冠証人規定を設けようとする法案に連邦参議院法案4）及び連邦政府法案5）
がある。また、麻薬犯罪に対処するため刑訴法に規定を設けようとするものに連邦
政府の刑事手続法改正のための第一法案6）があり、麻薬法の改正によろうとするも
のに、キリスト教民主・社会同盟の議員団法案7）がある。
1 過激派によるテロ対策のための法案
⑴ 刑訴法改正案
1975年 3 月のノルトライン = ヴェストファーレン州政府法案は、過激派組織対策
のために刑訴法の中に王冠証人規定を設ける。1975年 3 月13日に、ノルトライン =
ヴェストファーレン州政府が司法大臣 Posser のイニシァティブに基づき、連邦参
議院に提出した法案に設けられた王冠証人に関する規定は、次の要件の下、検察官
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が刑法第129条8）の犯罪及びこれと一定の関係にある犯罪の訴追を見送ることがで
きると定める。即ち、犯罪団体の目的または活動が謀殺罪（刑法第211条）、故殺罪
（刑法第212条）、民族謀殺罪（刑法第220条a）のほか一定の罪を対象とし、「行為者が
犯罪の解明または首謀者若しくは黒幕の逮捕に寄与し、かつ犯罪の解明または首謀
者若しくは黒幕の逮捕が、他の方法では見込みがないか、または著しく困難となっ
たであろうとき」である。また、既に公訴が提起されているときは、この要件のも
と公訴を取消し、手続を打ち切ることができると定める9）。
この規定の立法趣旨及び提案理由について Posser は、1975年 3 月14日の週刊紙
「DieZeit」紙上においてそれを明らかにしている。まず彼は、今後も過激派による
テロが繰り返される虞があることなどからして、テロ行為に対する闘いのためのあ
らゆる提案を真剣に検討する必要があるとして、従来なされた提案、例えば基本法
によって廃止された死刑の復活を求める見解、新たに刑罰法規を設ける意見、法定
刑を重くすべきだとの見解等につき逐一検討を加えたうえでこれらを否定する。そ
して、続けて彼は、「国家機関が犯罪団体のわずかな人間によるテロ活動を阻止す
ることができないという、我々の気をめいらせるようなことは、むしろ捜査上困難
な事態によるものである。強力な捜査力の投入や国民からの数多くの指摘にもかか
わらず、これまで 4 ケ月以上も前のベルリンの裁判長 Drenkmann の射殺犯や
Lorenz 議員の誘拐犯人を探り出し、逮捕することに成功していない。このことは、
テロリストの陰謀上の手腕によるだけでなく、1974年 6 月の Schmücker の殺害が
示しているように、裏切者に対して徹底した報復措置がとられるからでもある。ま
た、これに加えて、犯した犯罪につき、重い自由刑が言い渡されるとの意識が犯人
をして、当局に出頭することをためらわせる原因ともなっている。刑罰による威嚇
と刑事訴追の無条件性は、犯罪団体の構成員をしっかりと団結させる。それ故に、
このような現在の捜査上困難な事態が現行の刑事手続法の改正によって、取り除か
れうるかどうかが考慮されねばならない」としたうえで、王冠証人の必要性を唱
え、大要次のように述べる。
「犯罪団体の構成員が犯罪行為に関与したとしても、その訴追が見送られ、また
はその旨の約束がなされうるならば、彼らは犯罪の解明や行為者の逮捕に寄与しよ
うとする気になるであろう。また、こうした措置とともに、高額の懸賞広告を出し
たり、氏名の変更を許したり必要とあらば行為者を出国させるような措置も考えう
るであろう。こうした見返りを公表することによって、犯罪団体の構成員間に動揺
が生じるであろう。逮捕され、処罰されることに対する共通の虞れによっても助長
されている構成員相互の信頼は、他の構成員がこうした特典を手に入れるかもしれ
ないと考えざるをえない場合には、著しく弱められるであろう。こうした相互不信
は、犯罪団体の活動能力を決定的に害し、それはまた、関係者が当局に出頭するこ
とを促進するであろう。ところで、政治的動機を有する暴力犯罪に対しては、既に
高額の賞金がかけられており、また氏名の変更のためには、『重要な理由』を付す
るだけで足りるのであるから、特別な立法上の手当を必要としない。
これに対して、犯罪団体において積極的に活動し、かつ犯罪に関与した構成員に
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対して刑事訴追を見送り、またはそれを約束するためには、新たな法規定を設け
て、起訴法定主義の例外を認めることが前提となる。現在、起訴法定主義により検
察官は、十分な証拠の存する限り、全ての犯罪行為につき起訴する義務を負ってい
る。刑事手続法を支配するこの主義によって、法の前での平等と正義の原則は可能
な限り実現されることになっている。しかし、起訴法定主義の例外は、既に存在し
ている。例えば、恐喝の場合、恐喝者が、被恐喝者が行った住居侵入窃盗を暴露す
る旨を申し向けて、脅迫したようなときには、検察官は、この被恐喝者の住居侵入
窃盗の訴追を見送ることができる10）。これによって、被恐喝者の供述が促されるこ
とになる。またさらに、現在のテーマにとってより意味があるのは、国家保護刑法
（Staatsschutz-strafrecht）の領域での起訴法定主義の制限である。即ち、連邦検事総
長は、訴追により国益上著しい不利益が生じるときには、反逆罪の訴追を見送るこ
とができる11）。このことは、行為者が内乱罪、民主的法治国を危うくする罪、外患
罪または対外的存立を危うくする罪の企てについて、犯行後、これに関する情報を
当局に打ち明けたときにも同様である12）。
このように、政治的動機を有する組織化されたテロリストによる暴力犯罪の領域
において、相応の規定が求められるべきではあるが、起訴法定主義の大きな意義を
考慮すると、必要不可欠な限度に制限されるべきであろう。そこで、ノルトライン
= ヴェストファーレン州政府は、刑事訴追の見送りの可能性を次のような厳格な要
件に服せしめることを提案した。
1 ．謀殺罪、故殺罪、民族謀殺罪、恐喝的な人身奪取罪若しくは人身誘拐罪を犯
し、または計画する犯罪的団体の訴追が問題となるのでなければならない。
2 ．行為者が行為の解明または首謀者若しくは黒幕の逮捕に寄与したのでなけれ
ばならない。
3 ．具体的な場合に、捜査上困難な事態が存在したのでなければならない
即ち、犯罪団体の構成員の協力がなければ、犯罪の解明または首謀者若しくは黒
幕の逮捕の見込みがないか、著しく困難となったのでなければならない」
以上は、ノルトライン = ヴェストファーレン州政府法案についての Posser の説
明であるが、これは要するに、過激派組織によるテロ行為の摘発、解明や組織自体
の壊滅は、従来の捜査手段を以てしては困難であり、これには共犯者の協力を欠く
ことができない。従って、その協力をうるために王冠証人の制度を導入する必要が
あり、また現行法は、既にそれと性格のうえで類似のものを起訴法定主義の例外規
定の中に有しているのであるから、これを起訴法定主義の例外として導入すること
もあながち不当ではない。ただし、大きな意義を有する起訴法定主義を考慮する
と、それは厳格な要件の下に認あられなければならないのであり、本法案は、こう
した点も十分に考慮に入れている、というのである。
⑵ 刑法改正案
イ 連邦参議院法案
前記ノルトライン = ヴェストファーレン州政府法案規定は、連邦参議院の法務
委員会の勧告13）に基づき修正のうえ、連邦参議院法案に加えられた14）。
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「刑法典は、次のように変更される。
第129条に、次の第 7 項が付け加えられる。
⑦ 本条による犯罪及びそれと観念的競合の関係にある犯罪につき、裁判所は、
次の場合には、無期自由刑を第49条第 1 項第 1 号により減軽し、それ以外の刑
罰をその裁量により（第49条第 2 項）減軽し、または処罰を免除することがで
きる。
1 犯罪団体の目的または活動が、刑法第211条の謀殺罪、第212条の故殺罪、
第239条 a の恐喝的な人身奪取罪または第239条 b の人身誘拐罪を行うことに
向けられており
2 行為者が、自己自身の犯罪行為への関与以外に、行為の解明に寄与し、ま
たは首謀者若しくは黒幕の逮捕に寄与し、かつ
3 行為の解明または首謀者若しくは黒幕の逮捕が他の方法では困難であった
であろうとき」
以上に明らかなように、連邦参議院法案では、ノルトライン = ヴェストファー
レン州政府法案で採られた刑事訴訟法に第153条 f を追加するという方策が用い
られず、これに代えて刑法第129条に第 7 項を追加するという方策が用いられた
のであるが、これにつき理由書は、次のように説明している。
即ち、まず理由書は、「提案された刑法第129条第 7 項の処罰の免除の可能性
は、刑訴法第153条 b により、公訴提起が見送られ、さらに手続が打ち切られう
るという結果をもたらす。かくして、こうした起訴法定主義の制限は、起訴法定
主義に関する規定を変更しなくとも、本法案に予定された規定によって犯罪団体
の構成員が捜査上困難な事態の除去に貢献した場合に拡張されることになる」15）
として、州政府法案のように、起訴法定主義の新たな例外規定を設けるまでもな
く、前記のような実体法の変更によって刑訴法第153条 b 第 1 項、第 2 項16）を介
し同一の目的を達することができることを確認し、次いで「提案されたような刑
法129条の補充は、刑訴法の補充よりもよいといえよう。それは、刑訴法第153条
b を介することにより公訴提起を見送り、さらに手続を打ち切る可能性を提供す
るだけでなく公判実施後に処罰を見送り若しくは弾力的に犯罪解明の貢献度に応
じて刑を減軽する可能性をも提供する。また、検察官が刑訴法第153条 b 第 1 項
により処置しようとするときに、裁判所の同意を得たうえでしか捜査手続の打切
りに関する拘束力を有する約束をなしえないということも、法政策的に望ましい
ように思われる。それ故に、本法案は、刑訴法第153条 c 第 2 項17）若しくは第
153条 d に比肩しうる規定を提案することをしていない」18）としている。
さらに、同理由書は、刑の減軽と免除につき「無期自由刑の定められている犯
罪にあっては、自由刑の減軽は、刑法49条 1 項 1 号によってのみ可能である。従
って、本来科せらるべき無期自由刑が減軽されるときには、行為の重大性によ
り、 3 年を下回ってはならない。これに対して、他の刑罰は、刑法第49条第 2
項19）により減軽されうる。一方において、無期自由刑に適用される刑法第49条
第 1 項第 1 号による減軽の可能性と、他方において、他の刑罰に適用される刑法
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第49条第 2 項による減軽の可能性との差異は、本来無期自由刑の科せられる場合
においては、国家の刑罰請求権の完全な放棄が、例外的にしか考慮されえない、
ということをも明らかにしている」20）と付言している。
ロ 連邦政府法案
1975年 9 月の連邦政府法案においても、テロリスト団体の結成に対する罪とし
て、刑法典に第129条 a を設けることが提案され、その第 5 項に次のような規定
が置かれた21）。
「裁判所は、次の者については、その裁量により刑を減軽し（刑法第49条第 2
項）、または本条の規定による処罰を免除することができる。
1 団体の存続若しくはその目的にそった犯罪行為の遂行を阻止するために、自
発的かつ真摯に努力した者
2 自らが知ることとなった犯罪行為の計画を、これを防ぐことができるような
適当な時期にその知るところを自発的に官署に知らせたる者
3 犯罪行為の解明または首謀者若しくは黒幕の逮捕がその協力がなければ著し
く困難であったと思われるときに、その者自身の犯罪行為への関与を超えて行
為が解明され、または首謀者若しくは黒幕の逮捕に著しく貢献した者
第 1 号の場合において行為者が団体の存続を阻止する目的を達し、またはその者
の努力がなくともその目的が達成されたときは、行為者は罰せられない」
王冠証人規定と考えられる上記第 3 号は、連邦政府法案の理由書によれば前記
連邦参議院法案の規定にならったものであるが22）、しかし1976年 8 月18日の刑
法、刑事訴訟法、裁判所構成法等の一部改正法律23）により刑法129条 a が追加さ
れる際に法文化は見送られた。また、第 1 号、第 2 号は、第129条第 6 項の規定
を準用するという形で、第129条 a 第 5 項に定められたのであるが、これらの規
定は、ドイツ刑法理論上、中止犯の一類型としての行為による悔悟（tätige Reue）
といわれるものであって、いわゆる王冠証人といわれるものとは性質を異にす
る。
2 麻薬犯罪対策のための法案
麻薬犯罪対策のために王冠証人に関する規定をおく法案のうち、刑訴法の改正に
よろうとするものとしては、1973年 5 月に連邦議会に提出された連邦政府の刑事手
続法改正法案があり、麻薬法の改正によろうとするものとしては、1979年10月のキ
リスト教民主・社会同盟の議員団法案がある。
⑴ 刑訴法改正案
連邦政府の刑事手続法改正法案は、刑訴法に第153条 fとして次のような規定を
置くことを提案する24）。
「⑴ 手続が麻薬法第11条第 1 項乃至第 3 項の犯罪を対象とする場合に、検察官
は、行為者が行為後に麻薬法第11条第 4 項の意味での特に重大な事件の摘発また
は訴追に寄与したときには、行為者の行為に対する訴追を見送ることができる。
⑵ すでに公訴が提起されているときには、裁判所は、第 1 項に掲げる要件のも
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とで、検察官の同意をえて、手続を打ち切ることができる」
この規定の提案理由について、法案の理由書は、次のように説いている25）。
「第153条 f の規定は、刑事訴追機関をして、重大な麻薬犯罪の摘発と訴追を容易
ならしめようとするものである。麻薬犯罪に対しては、その特殊な現象形態と遂行
形態の故に、通常の犯罪闘争手段を以てしては打ち勝ち難い。これは、殊に不法な
麻薬取引にあてはまる。このために刑事訴追機関は、こうした犯罪との闘争にあた
って、犯罪行為者の供述に大きく依存している。検察官が法案に予定されている手
続打切りの可能性を手に入れるときには、それは、下位の、即ち刑事政策的にさし
て重要でない麻薬取引の範疇にある被疑者に、免責の期待を抱かせ、かくして重大
な麻薬犯罪の摘発若しくは訴追に協力しようとする気にならせる。これは、起訴法
定主義を破ることになるが、このようなことは、利益衡量の解点から正当化され
る。特に重大な麻薬犯罪との有効な闘争に対する期待は、個々の場合において、重
要でない麻薬法違反を処罰することにおける公益よりも著しく勝ることがありうる
のであるから、こうした特別な場合においては、起訴法定主義を破ることも、支持
できるように思われる。現行法は、既に同様な起訴法定主義の例外を第153条 c 、
第153条 d 、第154条 c に有している。法案において予定された153条 f は、一方に
おいて微量の自己使用のみに関する麻薬法第11条第 5 項の規定よりも広い犯罪領域
に関するものであるが、他方において、行為による悔悟を前提としている。また、
手続の打切りは、麻薬法第11条第 1 項乃至第 3 項による犯罪についてだけ考慮され
るべきである。麻薬犯罪のうち特に重大な犯罪（麻薬法第11条第 4 項）においては、
起訴法定主義を破る余地はない。法案は、さらに打切りの可能性を、特に重大な麻
薬犯罪（麻薬法第11条第 4 項）が解明され、若しくは訴追が促進される場合にのみ認
めており、これによって、麻薬犯罪との闘争に際しての著しい進捗を代価としての
み、起訴法定主義の例外を受け入れることを保障している。また、検察官は、発見
される前に出頭する行為者についてだけ訴追を見送りうるとすべきではなく、既に
発見された行為者が、その協力を介して、特に重大な麻薬犯罪の摘発と訴追を促進
することに同意するときにも、訴追を見送ることができるべきである。というの
は、免責の期待は、多くの場合において、捜査手続の開始後に始めて、その黒幕を
明らかにしようとする誘因となると考えられるからである。さらに、法案は、訴追
の見送りにつき、主審理の開始に関して決定権をもつ裁判所の合意を必要とするこ
とを思い止まっている。これによって、この犯罪闘争手段の簡単且つ迅速な利用
が、取調のあらゆる段階において可能となろう。さらにまた、法案において予定さ
れた第153条 f 第 2 項は、公訴提起後においても手続の打切りを可能とする。その
際、検察官の合意が必要とされているが、それは、検察官が、刑事警察と密接なコ
ンタクトをもつ刑事訴追機関として、最も早い時期に第153条 f の範囲において必
要な利益衡量を行いうるからである」
⑵ 麻薬法改正案
前記法案規定は、法律となるには至らなかったが、これ以後に作成された麻薬法
改正法案のうち、キリスト教民主・社会同盟の議員団法案においても、その第12条
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b 第 1 号に次のような規定が置かれた26）。
「裁判所は、次の場合には、その裁量により刑を減軽し（刑法第49条第 2 項）、また
は第11条第 1 項乃至第 4 項による処罰を……免除することができる。
1 行為者が自発的に、その知るところを知らせることによって、行為が、その
者自身の犯罪行為への関与を超えて解明されたことに著しく寄与したとき」
この規定の立法趣旨につき、この法案の理由書は、不法な麻薬取引が多くの人々
の分業的協働によって行われており、かかる犯罪の捜査にあっては、関与者の自白
は、麻薬取引の黒幕を処罰し、或いは麻薬運搬を阻止するための唯一の手段である
ことが多いけれども、量刑に際して、行為後の行為者の態度を考慮することを裁判
所に可能ならしめる刑法46条 2 項の規定では、行為者をして事案解明に協力せしめ
るには不十分であることが実務上判明していること、このために、連邦政府の刑事
手続法改正法案において刑訴法に153条 f を設けることが提案されたが、これに対
して、連邦参議院は、王冠証人の供述の信用性の問題と起訴法定主義の例外が将来
別の犯罪群に拡張され、そしてそれによって、刑事手続の遂行が、広範囲に、検察
宮と被疑者間の取引の対象になることが懸念されるという理由で批判する一方、麻
薬法違反行為の摘発のために活動した者の処罰を免除することを可能ならしめるよ
うな規定を設けるよう求めたこと等にふれたうえ27）、続けて「提案された第12条 b
は、それに応える規定を含んでいる。それは、問題の実体法的解決を図ることによ
って連邦参議院の懸念する不都合な点をほぼ回避する。と同時に、（重大な犯罪の領
域に対して）単なる刑の減軽も考慮されうるので、規定はより弾力的である。また、
刑が免除されうる場合においては、裁判所の同意の下に、手続の打切りが可能であ
る（刑訴法第153条b）」28）としている。
また、同理由書は、本規定による優遇は、行為者が関わった行為を明かすごとに
限定され、他の行為への拡張は、訴追機関からしてみれば望ましいかもしれない
が、支持できないように思われる、とし、その理由として「かかる拡張にあって
は、供述者は、優遇措置をうけるために、他の者に不当に罪をなすりつける危険が
存する」からであり、かかる危険は、当該規定によれば大幅に減じられることにな
ろう29）と説いて、供述の信用性の問題に対処したことを明らかにしている。
さらに、上記理由書は、刑の免除と刑の減軽につき、「刑の免除の可能性は、第
11条第 1 項乃至第 4 項の犯罪に限定される。重罪の構成要件への拡張は、支持でき
ないように思われる。しかしまた、かかる行為者をして、重大な麻薬犯罪の摘発や
訴追に協力しようとする気にならせるために、刑法第49条第 2 項の規定によりかか
る者の刑を減軽することができる」30）として、重罪については、刑は免除されえ
ず、単に刑の減軽の対象になりうるにすぎないとしている。
この法案の内容及び理由書の内容は、以上の通りであるが、この規定は、1981年
7 月28日の麻薬法31）（Gesetz zur Neuordnung des Betäubungsmittelrechts）第31条第 1
号にほぼそのまま受け継がれ、次のような規定となった。
「裁判所は、次の場合には、その裁量により刑を減軽し（刑法第49条第 2 項）、また
は第29条第 1 項、第 2 項、第 4 項若しくは第 6 項による処罰を免除することがで
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きる。
1 行為者が自発的にその知るところを知らせることによって行為が、その者自
身の犯罪行為への関与を超えて解明されたことに著しく寄与したとき」
ここに、ドイツ法上、いわゆる王冠証人規定と称せられるものが成立したのであ
る32）。
3 当時の議論状況
組織犯罪の増加を受け、諸国の免責証人の歴史やその現状が紹介され33）、或いは
前記の法案等を契機として賛否各々の立場から議論が展開された。ここでは、当時
の議論状況を明らかにするために、賛成論を展開したヤールライス（Hermann 
Jahrreiß）の見解34）と反対論を展開したマイヤー（Jürgen Meyer）の見解35）とを紹介
する。
⑴ Jahrreiß の見解
彼は、王冠証人制度を肯定する立場から、それを立法上採用するに際しての不利
な事情及び有利な事情を検討し、次いでその憲法上乃至刑訴法上の問題にふれたう
え、王冠証人制度を採用することに対する社会の不快感の源泉にまで論及する。そ
して、その中で、反対論の論拠とされるものに、ことごとく異を唱える。以下、逐
次これをみていくことにする36）。
まず彼は、王冠証人を立法上採用することをためらわせるものとして、その供述
の信用性の問題を取り上げたうえ、次のような趣旨のことを述べてこれを否定す
る。
即ち「確かに、英米法圏の裁判所では、王冠証人の供述の信用性が問題とされて
きた。そこでは、裁判官は、自ら犯罪に関与した『恩典に浴した裏切者』の供述を
判決に利用するに際しては、最大限、疑いの目をもって対処しなければならないと
解されている。しかし、疑いようもなく正直な人の供述さえもが、さしたる真実性
ももたないことがあるということを考えれば、王冠証人の供述の信用性をことさら
に問題とする必要はない。また、王冠証人の供述だけが捜査上、決定的な助けとな
りうることがあるし、立法化にあたっては、その場合にだけ、即ち、例えば首謀者
の発見と逮捕をもたらしたときにだけ『恩典を与えられる』とすべきである。かく
して、信用性に関する懸念は、法律上、王冠証人を導入する妨げとはならないと考
えられる」37）と。
次に彼は、王冠証人を立法上採用するに際しての有利な事情に言及し、これにつ
いては、先にみたノルトライン = ヴェストファーレン州の司法大臣 Posser が述べ
たこととほぼ同趣旨のことを述べたうえ38）、憲法上の問題の検討へと移り、起訴法
定主義により国家が法治国として体制づけられ、また法の下での万人の平等がもた
らされることになるとの見解を援用したうえで39）、平等原則の問題と法治国原理の
問題とを検討する。
彼は、平等原則については、立法によってもたらされる差別が『恣意的』であっ
てはならないということ、換言すれば、そこに十分な理由がなければならないとい
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うことを意味するにすぎないのであって、かかる見地よりすれば、王冠証人を立法
上採用することは、何らさしつかえないとする40）。
次いで、法治国原理の問題に関しては、法治国原理の内に、起訴法定主義が本質
上必然的に含まれているとの見解を紹介したうえ、起訴便宜主義を採用するヨーロ
ッパ諸国も基本法の要求するところの法治国であることに変わりはないことを理由
としてこれを斥ける41）。また、起訴法定主義の例外が多数認められている現在、王
冠証人をその例外として導入する際に、法治国原理との関係を論議する必要はない
と結論し、続けて、一定の場合に、刑事立法者が前提とした刑事訴追における通常
の社会的利益さえなく、或いは訴追しないことに社会が著しい利益を有すること
（153条d）を理由として、国家が訴追強制の例外を認めているのであるから、テロ
リスト団体の設立や活動といった国内の安全を脅かし、或いは揺るがす最も重大な
犯罪の完全かつ迅速な解明という公益のために、例外的に訴追を行わないことも許
されるであろうと述べる42）。
最後に彼は、王冠証人を認めることに対する社会の不快感の源泉に論及したうえ
で、次のように逐一反駁を加える。
まず彼は、それが外国の法制度であるということが、多くの学問的権威者が不快
に思う一因となっているとし、これについては、外国の法制度、法思想がこれまで
継受されたことがなかったわけでもないこと等を理由に、それを不当とする43）。
次いで彼は、他の要因として道徳上の疑念をあげ、これについて大略次のように
述べる。
即ち「王冠証人の採用に対し道徳的に疑の目が向けられているように思われる。
犯罪団体の構成員と国家との取引は、基本法が優越的地位を与える道徳律といかに
調和するのであろうかと。或いは、この道徳律は、国家それ自体に対して適用され
る必要はないのであろうかと。さらに、国家は、裏切者を買収して用いてよいので
あろうかと。多くの人々は、こうした疑問にためらいなく否と答え、国家の恩典を
裏切者の報酬と呼ぶ。あらゆる階級や階層に、こうした道徳的不快感が見い出され
る。しかし、その背後には、国家に対するユートピア的見解が潜んでいる。だが、
国家をユートピア的に捉えれば、以前からどの国家も行っている諜報活動もやめな
ければならないであろう。こうした諜報活動と比べると、最も重大な犯罪者を発見
し逮捕するのに役だつ犯罪者との取引は、はるかに罪がないように思われる。こと
によると生命や自由を脅かされるかもしれない数多くの人々を助けることは、道徳
的に上位に位置している」44）と。
最後に彼は、国家の名誉と尊厳の問題をとり上げ、次のような趣旨のことを述べ
る。
「王冠証人を認めることは、国家の敗北を認めることになるといわれる。つま
り、王冠証人の採用は、その供述によらねばテロリストの一味を捕らえ、根絶する
任務を果たしえないということを意味するのであり、かくして、国家機関は、いわ
ゆる捜査上困難な事態にあることを宣明するに他ならないからである。確かにそれ
は不快ではあるが、恥ではない。今日のテロリストの能力に鑑みると、いずれのテ
─ ─131
池田秀彦 ドイツにおける被疑者の捜査協力に対する恩典制度の史的展開（1）
ロ組織にあっても、国家は始めからこの捜査上困難な事態にあるといってよいであ
ろうし、人々は、通常の捜査手段を以て目的を達することだけが重要なのではな
く、やはり迅速に一味を捕らえ、処罰することが重要であると考えるのではないだ
ろうか。
立法者があらゆる不快感にもかかわらず、王冠証人を導入する法律を公布すれ
ば、通常の捜査手段を以てしては、常に考えられうる国家の敗北を避けることがで
きよう。国家が犯罪捜査上、異例な技術的助力を見い出す場合に、それを用いるこ
とは、そのような手段しか有効でないというならば、国家の名誉を害することにな
らない」45）と。
上記のように、Jahrreiß は、王冠証人肯定論を説くなかで、反対論の論拠とされ
るものに逐一反駁を加えるのであるが、かかる論証が成功したかどうかはともかく
として、こうした積極説が学説の上では、比較的少数であるのは間違いないであろ
う46）。
⑵ Meyer の見解
Meyer は、上記 1 、 2 で検討した法案のうちのいくつかのものの概要とその立
法趣旨を簡潔に紹介した後に、王冠証人の導入に反対する立場から、論を展開す
る。彼の問題とする点は、大別して 5 点に分かれる。
第 1 点として彼は、王冠証人を認める英米法圏の訴訟制度においては、当事者が
国家の刑罰権に関して、有罪の答弁や司法取引に明らかなように広範な処分権を有
していることを指摘し、こうした点でのドイツの訴訟制度との違いからして、英米
法圏の制度である王冠証人を、ドイツに取り入れることは問題があるとする47）。
第 2 点として彼は、王冠証人制度の採用をめぐる議論においては、起訴法定主義
の問題が中心的地位を占めているとしたうえで、王冠証人を認める立場から主張さ
れている刑訴法153条以下の起訴法定主義の例外規定が王冠証人制度に類似した規
定を含んでいるとの見解を適切でないとしてこれを斥ける。そして、この理由とし
て王冠証人の制度は、起訴法定主義の例外規定の基礎にある軽微性の原則や警察、
検察官の負担過重の回避とは何の関係もないし、刑訴法153条 d による政治的犯罪
の訴追の見送りは、手続の遂行によりもたらされる著しい不利益を回避しようとす
るものであるし、また154条 c による恐喝若しくは脅迫の被害者に対する訴追の見
送りは、単に一般的な解明利益に寄与するだけでなく、被害者の保護にも役立って
いるのであってこうした起訴法定主義の例外規定は、王冠証人の制度とは全くその
性質を異にするからであるとする48）。
第 3 点として彼は、連邦政府の刑事手続法改正法案において起訴法定主義の例外
規定として153条 f に王冠証人に関する規定を設けようとする試みが、王冠証人の
供述の証拠価値を根本的に疑わしいものとした連邦参議院の異議を受けて挫折した
ことを指摘したうえで、王冠証人の供述の信憑性を問題とし、大略次のように述べ
る。
「王冠証人の供述の証拠価値は、英米法圏の国々での経験に基づくと非常に強い
懐疑を以て判断するしかない。現在提出されている法案によると裁判官は、王冠証
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人との『取引』に同意せざるをえないであろうし、こうした懐疑の念を常に働かせ
て事にあたるかどうかは全く疑わしい。その供述によって利益を期待しうる者は、
気に入られる事を喜んで述べる。法案で予定されたような王冠証人に対する手続の
打切りが再開の可能性のあるものであれば、証人は、他の共犯者を不当に不利な立
場に陥入れようとすることがありうる。訴追機関の好意を得ようとする努力と共
に、自らの手続の再開の場合に備えて、用意周到に有利な立場を得ようとする期待
が働きうる」49）と。
第 4 点として彼は、王冠証人の制度が有罪認定のためだけの制度であり、これに
よって訴追側に弁護側よりも著しく良い武器が与えられることになることからし
て、武器平等の原則との関係において問題があるとしたうえで、捜査上困難な事態
の問題に言及し、過激派組織との闘いのために王冠証人を利用することは、この領
域において他の手段を以てしては取り除きえない捜査上困難な事態が存するときに
のみ支持しうるのであるが、今日、未だこの領域で捜査上そのような事態が存する
とはいえないとしてこれを否定する50）。
第 5 点として彼は、新たな犯罪形式が刑事手続上新たな規定を必要とすることは
あるが、その導入のためには徹底した予備的検討が必要であり、現在の政治風土は
それに適していないとしたうえで、王冠証人を認めた場合の社会の法意識への影響
にふれ、次のように述べる。
「最も重い犯罪が、全く或いは軽くしか処罰されないうえ、国家が犯罪団体の団
体作法（Gruppenkomment）を堕落させるためとはいえ、まさにかかる犯罪を犯した
者に、法律に基づき取引を申し出るとき、それが公衆の法意識にいかなる印象を与
えざるをえないかということを、考えねばならないであろう」51）
上記のように、Meyer は、英米法圏の訴訟制度との違い、起訴法定主義との関
係性、王冠証人の供述の信用性、捜査上困難な事態の有無、国民の法感情への影響
等の間題を主たる理由として王冠証人の採用に反対しているわけであるが、これ
は、当時公表された反対論の論拠を、ほぼ言い尽くしているように思われる52）。
注
1 ） 検察官が与える恩典は、本条 1 項 2 号イ～トに列挙されている。イは不起訴処分、ロ
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3 ） Bundesratsdrucksache（以下 BR-Drと略）176/75.
4 ） BR-Dr.176/75.
5 ） Bundestagsdrucksache（以下 BT-Drと略）7/4005.
6 ） BT-Dr.7/551.
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